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� prove to have no false statement in ten-

dering application forms or attached do-

cuments

� prove neither the business condition

nor credibility is deteriorating

‚ Being the person who does not take

compensation for damages request from

Japan Health Insurance Association

ƒ do not go out of association of Japan

Health Insurance Association during a

period receiving a nomination stop about

duties.

„ have qualification of privacy mark or

ISO／IEC27001 or JIS Q 27001

… participate in a briefing session

b Time-limit for Tender : 11 : 00 AM, 23

July, 2013

c Contact point for the notice : Miho

Shibaya accounting division, general af-

fairs department, Japan Health Insurance

Association, 4`2`1, Kudankita, Chiyoda-

ku, Tokyo, Japan, 102`8575 TEL, 03`

5212`8214

_ 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札の条件に違反した入札は無効
とする。

` 契約書作成の要否 要
a 落札者の決定方法 本公告に示した業務を
履行できると全国健康保険協会理事長が判断
した資料を添付して入札書を提出した入札者
であって、全国健康保険協会会計規程第23条
の規定により作成された予定価格の制限の範
囲内で、価格要件と技術要件の総合評価が最
も高い評価をされた者を落札者とする。

b 手続きにおける交渉の有無 無
c 詳細は入札説明書による。
５ Summary

\ Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Takeshi Kobayashi, the

Chief Director, Japan Health Insurance As-

sociation

] Classification of the products to be pro-

cured : 6, 27, 71, 72

^ Nature and quantity of the products to be

required : Generic drug reduction notifica-

tion service consignment

_ Delivery period : 31 August, 2014

` Delivery place : as in the specifications

a Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall ;

{ not come under the Article 25 or 26 of

the Japan Health Insurance Association

Order concerning the accounts regula-

tions

| possess the Grade A or Grade B or

Grade C in ÚProductÙ or ÚServiceÙ terms

of the qualification for participating in

tenders by the Ministry of Health, Labor

and Welfare (Single qualification for

every ministry and agency) in fiscal year

2013, 2014, and 2015

} prove to have actually engaged in ad-

equate amount of similar matters proper-

ly

~ prove to have the ability to provide

sufficient service with certainty

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 25年６月３日
（契約責任者）中日本高速道路株式会社

東京支社長 奥脇 郁夫
◎調達機関番号 418 ◎所在地番号 13

１ 工事概要
\ 品目分類番号 41

] 工事名 新東名高速道路 向畑高架橋（下
部工）工事（電子入札（郵送入札）対象案件）

^ 工事場所 自）神奈川県伊勢原市上粕屋
至）神奈川県伊勢原市上粕屋

_ 工事内容 本工事は、橋梁下部工（１ヵ所`
延長約700ｍ）を含む延長約700ｍの土木工事
である。

` 工事概算数量

橋梁下部工 １ヵ所`695ｍ

向畑高架橋（上下線）`695ｍ

橋脚 28基

橋台 ２基

基礎工 約10¶000ｍ`約370本（場所打ち

杭：φ1¶200¤～1¶500¤）

a 工期 契約締結日の翌日から1¶440日間

b 使用する資機材

コンクリート 約27¶000‚

型枠 約23¶000fl

鉄筋 約6¶000ｔ

c 本工事は、すべての入札参加者から単価表

の提出を求める工事である。

d 本工事は、入札時に入札説明書の設計図書

に参考として示した図面及び仕様書におい

て、あらかじめ指定する範囲についての工事

目的物、施工方法及び仮設設備計画に関する

改善提案（以下「技術提案」という。）及び総

合評価提案資料を求め、価格と価格以外の要

素とを総合的に評価して落札者を決定する総

合評価落札方式の適用工事である。

e 本工事は、資料の提出・入札等を原則とし

て電子入札システムで行う対象工事であり、

当社ホームページに掲載の電子入札（郵送入

札）運用マニュアルを適用する。なお、電子

入札によりがたいものは、電子入札（郵送入

札）運用マニュアルに基づき契約責任者に届

出を行い、郵送による紙入札方式によること

ができる。

Ĉ 本工事の契約の締結は電子契約による。た

だし、外国の企業で日本国内における商業登

記が未登記により電子証明書を取得できない

場合はこの限りではない。（詳細は入札（見積）

者に対する指示書を参照）

D̂ 本工事は、契約締結後に施工方法等の提案

を受け付ける契約後ＶＥ方式の適用工事であ

る。なお、入札時に施工方法等の提案を行い、

その提案が採用された場合には、採用された

提案に対する再度の提案は受け付けない。

２ 競争参加資格 次に掲げる条件をすべて満足
し、かつ、当該工事に係る競争参加資格確認の
結果、資格があると東京支社長に認められた者
とする。
\ 「中日本高速道路株式会社契約規則」（中日
本高速道路株式会社規程第25号）第11条の規
定に該当しない者であること。

] 競争参加資格要件
{ 単体の場合 「土木工事」において、開
札時に「平成25・26年度中日本高速道路株
式会社工事競争参加有資格者」の参加資格
を有し（会社更生法（平成14年法律第154

号）に基づき更生手続開始の申立てがなさ
れている者又は民事再生法（平成11年法律
第225号）に基づき再生手続開始の申立て
がなされている者については、手続開始の
決定後、当社が別に定める手続きに基づく
工事競争参加資格の再認定を受けているこ
と。）かつ、当該資格の認定の際に算定され
た経営事項評価点数が1¶300点以上を有し
ている者（上記の再認定を受けたものに
あっては、当該再認定の際に、経営事項評
価点数が1¶300点以上であること。）

| 特定建設工事共同企業体を構成する場合
「土木工事」において、開札時に「平成

25・26年度中日本高速道路株式会社工事競
争参加有資格者」の参加資格を有し（会社
更生法（平成14年法律第154号）に基づき
更生手続開始の申立てがなされている者又
は民事再生法（平成11年法律第225号）に
基づき再生手続開始の申立てがなされてい
る者については、手続開始の決定後、当社
が別に定める手続きに基づく工事競争参加
資格の再認定を受けていること。）かつ、当
該資格の認定の際に算定された経営事項評
価点数が1¶300点以上ある２者で構成され
た特定建設工事共同企業体。なお、経常建
設共同企業体、協業組合及び事業協同組合
は、特定建設工事共同企業体の構成員とな
れないものとする。

^ 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（２]

の再認定を受けたものを除く。）でないこと。
又は、この条件を満たす２者で構成された特
定建設工事共同企業体™
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